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給付金を支給します

令和６年度の
調整給付金に不足が生じる方へ

令和６年度に定額減税（令和６年分所得税か
ら３万円、令和６年度分個人住民税所得割
から１万円の減税）の恩恵を十分に受けられ
ないと見込まれる方に対して、調整給付金
を支給しました。
今年度実施する「不足額給付」は、令和６年
分所得税額が確定したことなどに伴い、次
の事情により、定額減税の恩恵を受けきれ
ていない方へ追加で給付をするものです。不足額給付は

コチラ

１万円単位への切り上げ額

所得税分控除不足額
（令和６年推計）

住民税分控除不足額
（令和６年実績）

調整給付額
（令和６年）

※１万円単位 ※１万円単位

※不足額給付時に算出した調整給付所要額Aが調整給付額Bを下回った場合、余剰額の返還は求めません。

不足額給付の時点（令和７年）

不足額給付時
調整給付所要額

所得税分控除不足額
（令和６年実績）

住民税分控除不足額
（令和６年実績）

１万円単位への切り上げ額

調整給付の時点（令和６年）

給付不足額

A
B

不足額給付
（令和７年）C

調整給付額
（令和６年）B 不足額給付

（令和７年）C不足額給付時
調整給付所要額A

９月上旬以降に、対象となる方へ「支給のお
知らせ」または「支給確認書」を送付します。
■「支給のお知らせ」が届いた方
手続き不要。お知らせに記載の振込日・口
座へ振り込みます。
■「支給確認書」が届いた方
給付金を受け取るには返送が必要です。確

認書の内容を確認のうえ、必要事項を記入
し、必要書類と一緒に同封の返信用封筒で
返送してください。
▶提出期限　10月31日（金）まで（消印有効）
▶振り込み　審査のうえ、「払込のお知らせ」
を送付後、確認書提出日から約30日後を
目安に給付金を口座へ振り込みます。

●問い合わせ　税務課　内線112

不足額給付①
令和６年度に支給した調整給付金は、令和５年分の所得および扶養の状況から推計した「令和６年分推計所
得税額」を用いて算定しましたが、令和６年分所得税額が確定したことにより、「本来給付すべき額」と「実際
に給付した額（調整給付）」との間で差額が生じた方などへ、不足分を１万円単位で切り上げて給付します。

・令和５年分所得税額よりも令和６年分所得税額が減少した
・令和６年中に扶養親族数が増えた
・修正申告などにより税額が修正され、令和６年度分個人住民税所得割が減少した

調整給付と不足額給付の関係イメージ

通知・
給付方法

対象と
なりうる例
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９月上旬以降に、対象となる方へ「支給確認
書」を送付します。申請も受け付けます。
■「支給確認書」が届いた方
給付金を受け取るには返送が必要です。確
認書の内容を確認のうえ、必要事項を記入
し、必要書類と一緒に同封の返信用封筒で
提出してください。
　▶提出期限　10月31日（金）まで（消印有効）

▶振り込み
　審査のうえ、「払込のお知らせ」を送付後、
確認書提出日から約30日後を目安に給
付金を口座へ振り込みます。

■「申請書」を提出する方
自身で支給要件を満たすことが確認でき、
支給要件の審査に必要な書類を提出できる
方は、電話または直接問い合わせ先へ。申請
書をご用意します。詳細な支給要件や必要
書類は、二次元コードから確認してください。
▶申請受付期間　９月上旬から10月31日
（金）まで（消印有効）

▶振り込み
　審査のうえ、「払込のお知らせ」を送付後、
申請受付日から約30日後を目安に給付金
を口座へ振り込みます。

給付に関してATMの操作をお願いしたり、キャッシュカー
ドの暗証番号などの個人情報を聞き出すこと、また、手数
料などの振り込みを求めたりするようなことは絶対にあ
りません。このような不審な電話や郵便があった場合は、
すぐに半田警察署（☎0569-21-0110）へ連絡してください。
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配偶者  が「不足額給付②」の給付対象となる

税制度上、専従者は扶養できない
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専従者

非課税

非課税である事業専従者（配偶者）は、税制度上の
個人事業主の扶養親族には該当せず、定額減税の
恩恵を受けられなかった。

配偶者

合計所得金額が48万円を超える方
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父  が「不足額給付②」の給付対象となる

所得超過のため扶養できない

定額減税
対象

定額減税
対象外

課税者

年金収入
165万円

非課税

合計所得金額48万円超の方は、税制度上の扶養
親族には該当せず、定額減税の恩恵を受けられな
かった。

父

不足額給付②
支給要件をすべて満たす方に、原則４万円を給付します。ただし、令和６年１月１日時点で、国外居住者
であった場合は３万円を給付します。

・令和７年１月１日に東浦町に住民票があった方
・所得税、個人住民税所得割ともに非課税（定額減税前税額が０円で、本人として定額減税対象外である方）
・税制度上の「扶養親族」の対象外であり、扶養親族等として定額減税の対象外である方
・低所得世帯向け給付の対象世帯の世帯主または世帯員に該当しなかった方

支給
要件

対象となりうる例

申請・
給付方法

「振り込め詐欺」や「個人情報の詐取」にご注意！

それ、詐欺です




